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１．現状と課題
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今後の地域産業のあり方

人口減少がうたわれるなか，減ってしまってどうしようもないという悲観論にく
れるだけでは，地域が消滅してしまう

➡地域の活力を維持・向上させる戦略が必要
地域個性を活かした活動を行う企業を軸に，地域独自かつ地域に裨益する波及

効果の高い事業を創出し，域経済における稼ぐ力※の好循環を促す必要がある
※人材の確保・事業や技術の承継・設備投資・さらなる新事業の創出

➡産業政策の主体は国から地方へ
近い距離で企業を支援する基礎自治体（市町村）の役割の比重が高まっている
しかし，基礎自治体は戦略的な地域政策の取組みの歴史が浅く，実効性のある政策立案の方法論の確立が必要
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これまでの東海村の主な取組み

・自治金融制度といった事業資金の融資（保証料・利子補助含む）

・工場等の新・増設及び一定数の従業員を新規雇用した企業への奨励金の交付

・新たな製品・技術及び生産性向上等をしようとする企業への経費の補助

・ものづくり企業が行う展示会出展経費の補助

・創業支援室を設け，商工業コーディネーターと創業インキュベーション・マネー

ジャーを配置
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課 題 （従来型の地域政策に足をとらわれている）

・地域資源※を突き詰めて理解できていない
※人材，技術，集積産業，自然環境（＝産業立地条件），交通基盤等のこと

・あるべき地域の姿・政策目標が不明瞭
ゆえに時代に合わせて改善していくところが何なのか分からず行き詰っている

・施策・事業メニューが散発的・感覚的・対症療法的
政策目標が不明瞭であることから，下位の施策・事業の目標も抽象的・思いつき（効果測定も困難）

・各産業に対する専門性の蓄積ができていない
ショートスパンでの人事異動の影響と表現しがちだが，人事施策に反映するためには，産業振興担当職員に必要となる
具体のスキルセット・育成過程を整理しなくてはならない
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２．これからの政策形成プロセス
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時代に合わせた地域政策のあり方

従 来 型
（意見に基づいた政策形成）

不十分な現状分析と将来予測

抽象的な目標設定

思いつきの数値目標の設定

政策メニューの羅列

政策評価しないorやらないよりまし

十分な現状分析と将来予測

具体的な目標設定

科学的分析による数値目標の設定

政策メニューの厳選

政策評価と反映

×

あるべき姿
（エビデンスに基づいた政策形成）
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参考文献：
林宜嗣，林亮輔＝編著，高林喜久生，林勇貴，髙﨑滋之，能瀬昂介＝著．
地域データ分析入門．日本評論社．2021．P3
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得るべきエビデンス

データ
量的
質的

村民
参加の
委員会

実践
からの
情報

調査研究
情報

参考文献：
林宜嗣，林亮輔＝編著，高林喜久生，林勇貴，髙﨑滋之，能瀬昂介＝著．
地域データ分析入門．日本評論社．2021．P5
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これからの政策形成プロセス（あるべき地域政策に向けて）

地域・分野別ビジョンの設定Phase1

Phase3
政策立案へ

←これからココ

参考文献：
林宜嗣，林亮輔＝編著，高林喜久生，林勇貴，髙﨑滋之，能瀬昂介＝著．
地域データ分析入門．日本評論社．2021．P8

ビジョンの
設定

コア問題の発見・研究

現状分析と将来予測

政策目標の設定

Phase2

コア問題の
発見と
政策目標
の設定
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３．産業振興ビジョン策定に向けて
（環境省の地域経済循環分析ツールから）
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支出

地域の所得循環構造

生産・販売

分配

所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

所得

所得

3,905億円

2,152億円

1,364億円

490億円
所得

109億円

454億円

498億円 ○

○
平均生産性2,130.6万円/人
全国平均962.5万円/人

(18位/1,741市区町村)

(255位/1,741市区町村)

経常収支

所得

通勤

GRPの12.8%GRPの34.9%

▲

1人当たり所得572.0万円/人
全国平均439.7万円/人

GRPの2.8%

所得

1,790億円

所得3,905億円

○

▲

地域住民所得注1

労働生産性

平均生産性108.5百万円/TJ
全国平均82.4百万円/TJ

(507位/1,741市区町村)

エネルギー生産性

○

▲

○

GRPの12.6%

GRPの11.6%

GRPの45.8%

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦
⑥

⑤

④

③②

①

GRPの28.5%

エネルギー代金注2

1,113億円○

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成 ⑬ 再エネ導入ポテンシャル 4,929TJ
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分析内容

分
配

地域の特徴

エ
ネ
ル

ギ
ー

支
出

生産
販売

◼ エネルギー代金の支払い
で住民の所得がどれだけ
域外に流出しているか

◼ 地域内に再生可能エネル
ギーの導入ポテンシャルが
どれぐらい存在するか

◼ 地域内で稼いだ所得が地
域内の消費や投資に回っ
ているか否か

◼ 消費や投資が域内に流
入しているか否か

◼ 移出入で所得を稼いでい
るか否か

◼ 生産面で稼いだ付加価値
が賃金・人件費として分配
され、地域住民の所得(夜
間人口1人当たり所得)に
繋がっているか否か

◼ 本社等や域外からの通勤
者に所得が流出していな
いか

◼ 財政移転はどの程度か

◼ 域内で労働生産性とエネ
ルギー生産性が両立でき
ているか

◼ エネルギー生産性は、エネ
ルギー消費１単位あたり
の付加価値である

⑫東海村では、エネルギー代金が域外から1,113億円の流入(P.48)となっており、その規模は
GRPの28.5%を占めている。

⑬東海村の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは4,929TJ(P.64)であり、地域で使用し
ているエネルギー(P.52)の約1.37倍である(P.64)。

⑨東海村では買物や観光等で消費が490億円流出(P.42)しており、その規模はGRP
の12.6%を占めている。

⑩投資は454億円流入(P.45)しており、その規模はGRPの11.6%を占めている。

⑪経常収支では1,790億円の流入(P.14)となっており、その規模はGRPの45.8%を
占めている。

④東海村の分配は2,152億円(P.34)であり、①の生産・販売3,905億円よりも小さい。

⑤また、本社等への資金として1,364億円が流出(P.35)しており、その規模はGRPの
34.9%を占めている。

⑥さらに、通勤に伴う所得として498億円が流出(P.35)しており、その規模はGRPの
12.8%を占めている。

⑦財政移転は109億円が流入(P.35)しており、その規模はGRPの2.8%を占めている。

⑧その結果、東海村の1人当たり所得は572.0万円/人(P.39)と全国平均よりも高く、
全国で255位である。

①東海村では、3,905億円(P.17)の付加価値を稼いでいる。

②労働生産性は2,130.6万円/人(P.18)と全国平均よりも高く、全国では18位である。

③エネルギー生産性は108.5百万円/TJ(P.55)と全国平均よりも高く、全国では507
位である。

地域の所得循環構造

注) ⑪の経常収支では、P.14の純移輸出額から純輸出分を除いている。
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（１）地域で所得(付加価値)を稼いでいる産業は何か①：産業別付加価値額

産業別付加価値額

◼ 下図の付加価値額（≒GDP）は、売上額（生産額）から外注費等の中間投入を除いた額であり、地域住民の所得として計
上される金額である。全ての市区町村の全ての産業の付加価値を合計すると、我が国のGDPになる。

◼ ここではまず、産業別付加価値額より、地域の中で所得を稼いでいる産業が何かを把握する(下図)。

付加価値額が最も大きい産業は専門・科学技術、業務支援サービス業で1,963億円であり、次いで電気業、住宅賃貸業、非鉄金属の
付加価値額が大きい。

分析の
視点

付加価値額 3,905 億円東海村

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「工業統計」等より作成
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38 その他のサービス

37 保健衛生・社会事業

36 教育

35 公務

34 専門・科学技術、業務支援

サービス業

28 運輸・郵便業

33 その他の不動産業

32 住宅賃貸業

24 廃棄物処理業

23 水道業

22 ガス・熱供給業

21 電気業

18 輸送用機械

17 情報・通信機器

16 電気機械

15 電子部品・デバイス

14 はん用・生産用・業務用機械

13 金属製品

1 農業

2 林業

3 水産業

4 鉱業
12 非鉄金属

11 鉄鋼

10 窯業・土石製品

9 石油・石炭製品

8 化学

7 パルプ・紙・紙加工品

6 繊維製品

20 その他の製造業

5 食料品

30 情報通信業

19 印刷業

25 建設業

31 金融・保険業

27 小売業

26 卸売業

29 宿泊・飲食サービス業
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（３）地域の主要な取引構造について

地域の主要な産業間取引構造

川下産業

川中産業

川上産業

◼ ここでは、全ての産業間の取引額（38産業×38産業）の内、金額の大きい取引額を図示し、地域における主要な産業間の
取引を把握する（全ての産業間の取引を図示しているわけではない）。

◼ 具体的には、円の大きさで生産額の規模、矢印で取引先との取引額の規模、円の色で域外から所得を稼げているか否かを把
握する(下図) 。

分析の
視点

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

純移輸出がプラスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

純移輸出がマイナスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売
したモノ・サービスの総額が地域内生産額(産業合計)の
0.2%以上を占める取引

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売
したモノ・サービスの総額が地域内生産額(産業合計)の
0.2%以上を占める、かつ当該産業の地域内生産額の
30％以上を占める取引

単位：十億円
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